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 代 表 者  代表取締役社長 赤星  敦  
 問 合 せ 先 責 任 者  取締役経理部長 森   豊康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１７年１１月２４日  
 米国会計基準採用の有無  無  
 
１. １７年９月中間期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

(１) 連結経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
             百万円  ％             百万円   ％            百万円   ％ 
 17 年9月中間期  １２，８０３（  9.4）      ４５８（ 75.1）     ５４１( 59.0) 
 16 年9月中間期  １１，７０４（  5.4）      ２６２（  5.6）     ３４０(  5.5) 

 17 年3月期 ２８，８３７    １，１１４      １，２９２ 
 
  

中間 (当期 )純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利 益 

             百万円  ％       円    銭         円    銭 
 17 年9月中間期           ３８３（  137.1）      ３０．９４       －       － 
 16 年9月中間期           １６１（   － ）      １２．７２       －       － 
 17 年3月期           ６８９          ５４．３１       －       － 
  （注） ①持分法投資損益 17年9月中間期 52百万円 16年9月中間期 12百万円 17年3月期 56百万円 
 ②期中平均株式数（連結） 17年9月中間期 12,390,356株 16年9月中間期 12,714,168株 17年3月期 12,566,031株 
 ③会計処理の方法の変更 無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
（２）連結財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 17 年9月中間期 １７，４７０  ６，５２３ ３７．３ ５２６．５６ 
 16 年9月中間期 １６，５３３  ５，４９９ ３３．３ ４３２．６０ 
 17 年3月期 ２０，０４０  ６，０８９  ３０．４  ４９０．８１ 
（注）期末発行済株式数（連結） 17年9月中間期 12,389,110株 16年9月中間期 12,712,972株 17年3月期 12,391,728株 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
 17 年9月中間期 ９６５ △ １７４  △   ６７２  ６５８  
 16 年9月中間期 ７６０ △  ９４  △   ７４７  ５８０  
 17 年3月期 ３４３  △  ９６  △   ３７８      ５３８  
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 ５社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ３社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規） －社 （除外）－社    持分法（新規） －社 （除外）１社 

  
２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
  百万円 百万円 百万円 
 通   期 ２８，８００ １，２００ ６５０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ５２円 ４６銭 
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に 
よって予想数値と異なる場合があります。 

   なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料５ページをご参照ください。 
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１．企業集団の概況 
 
 
 

当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社３社で構成され、その主な事業は電気通信設備工事業、一般土

木工事業及び電気通信材料、工具等の販売業並びに情報処理サービス等であります。各関係会社の事業に係わる位

置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 
(１) 建設事業  
  ・ＮＴＴ工事    ---- 
 

                                                                                
当社がＮＴＴより受注する電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子

会社である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。 

 

  ・一般工事      ---- 当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を
行っております。 

(２) 販売事業等 
  ・機器材料販売  ---- 

 

                                                                                
当社が通信機器の販売を行うほか、子会社 西日本電材(株)、関連会社 九州通信産業
(株)が通信工事材料等の販売を行っております。又、関連会社 九州電機工業(株)が電
気通信設備関連機器等の開発、製造、販売を行っております。 

 

・ソフト開発販売 ---- 子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアの設計、開発、販売及び保守を行ってお
ります。 

  ・運送業        ---- 関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。 

子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運輸(株)が通信機器、ＯＡ機器、車両
等のリースを行っております。 

 
  ・リース業      ---- 
 

 

 事業の系統図は次の通りであります。 

 
得     意     先  

 
   
 
 

 
 

   

 当      社 

 建設事業､販売事業等 

 
 
 
 
 
 
 

建 設 事 業 販  売  事  業  等 
連結子会社 
明正電設株式会社 
西部通信工業株式会社 
株式会社ニ－スエンジニアリング 
非連結子会社 １社 

 

  
連結子会社 
   西日本電材株式会社 
   株式会社システムニシツウ 
関連会社 
  ＊九州通信産業株式会社 
  ＊九州電機工業株式会社 
  ＊九州電話運輸株式会社 

 ＊ 印は持分法適用会社 
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２．経営方針 
(１) 経営の基本方針 

 

  当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と情報処 
理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報化社会の発展に貢献すべく連結経

営を推進しております。 
 この企業理念のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ、①人身・設備事故

“0”の達成 ②完全な設備（品質、納期）の納入 ③クレームの把握・反映による、顧客満足度の向上並びに労
働安全衛生レベルの継続的改善、パフォーマンス向上のための効率的システムの確立を目指し、全グループをあ

げた取り組みを行っております。 
 

(２) 利益配分に関する基本方針 

 
当社は、財務状況及び利益水準を総合的に勘案し、将来の経営活動に備えた財務体質の強化と、株主の皆様に

対し永続的に安定した配当水準を維持することを基本方針としております。 
 

(３) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対応すべき課題 
  当中間連結会計期間において、当社及びグループ各社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 
 
(４) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 ① 基本的な考え方 
  当社は、企業統治（コーポレートガバナンス）とは、企業経営の透明性、健全性のシステムを構築することに

より、会社を巡る利害関係者（ステークホルダー）である株主、従業員、取引先等との調和を図り、企業価値

の維持増大を図ることが基本的なあり方と考えております。 

 ②コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

  イ. 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス体制の状
況 

  〔当社のコーポレートガバナンス体制〕 

   

   

                   選任、解任              選任、解任      選任、解任 

                          監査 

   

   

                                        連携 

   
   

                          監査 

   

   

              監査             指導、助言 

   

   

  

 

・当社は監査役制度採用会社であり、会社の機関として商法に規定する株主総会、取締役会及び監査役 

会を設置しております。 

  

 

・取締役会は全取締役９名で構成され、年４回の定時取締役会の他、必要に応じ臨時取締役会を開催 

し、経営の基本方針及び業務遂行に関する重要事項の決定を行うとともに、各取締役の職務の執行状 

況を監督しております。 

全取締役と主要部門の責任者で構成される経営会議は月１回開催され、経営戦略並びに重要な業務執 

行等の審議、決定を行っております。 

  ・監査役会は、監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、取締役会、その他の重要な会議に出席 

し、取締役の職務執行を監視する体制となっております。 

  

 

・当社は内部監査制度として、内部管理体制の適切性や有効性を検証するため監査部を設置し、全ての

事業所、関係会社を対象として、内部監査を実施しております。 

株 主 総 会 

取締役会 監査役会 

会計監査人 

代表取締役 

常務会、経営会議 

各事業部 弁護士等 監査部 
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・会計監査人については、監査法人トーマツより法定監査を受けており、取締役会及び監査役会へ定 

期的な報告が実施されております。 

   

  ロ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の資本的関係または取引関係その他の利害関係 

     社外取締役は選任しておりません。社外監査役については該当事項はありません。 

   

  ハ．会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

     当社は、企業倫理及び遵法精神に基づいて企業行動の責任を図るため、コンプライアンス規程の策

定、協力会社相談室の開設等コンプライアンス体制の充実に取り組んでおります。また、複数の法律・

税務事務所と契約を結び、法律及び税務問題全般に関して、助言と指導を適時に受けられる体制を設

けております。 

  さらに、「情報管理システム運用管理規程」、「情報セキュリティ基本方針」を策定し、平成１７年２

月には「個人情報保護法」の研修会を開催する等、リスク管理体制の充実に努めております。 
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３．経営成績および財政状態 
 (１) 経営成績 

 ① 当中間連結会計期間の経営成績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により景気は緩やかな回復傾向にあり、また個人

消費にも底堅さが見える等、景気は堅調に推移しましたが、原油など素材価格の高騰による内外経済に与える影

響が今後懸念されます。 
 当社グループの主要な事業であります情報通信分野では、本格的なブロードバンド時代を迎え、モバイル、光

アクセス、インターネット等、多種多様な通信手段・サービスの提供によりブロードバンドサービスが急激に拡

大しております。 
 また、当社の主たる取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）では、ユビキタス社会の実現に向

けて、２０１０年には西日本エリアで１５００万のお客様に光アクセスをご利用いただけることを目標として光

化、ＩＰ化の更なる推進に取り組まれております。 
 このような状況の中、当社及びグループ各社は総力をあげて、「ＳＹＳＫＥＮチャレンジ５０」の経営戦略の

もと、積極的な営業活動を展開するとともに経営の効率化を推進してまいりました。 
以上の結果、受注高は１９４億９千万円（前年同期比１００．１％）、売上高は１２８億３百万円（前年同期

比１０９．４％）となりました。 
 また、利益につきましては売上高の増加により経常利益は５億４千１百万円（前年同期比１５９．０％）、当

期純利益は３億８千３百万円（前年同期比２３７．１％）となりました。 
  
    部門別につきましては、以下のとおりです。 

 （建設事業） 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

建設事業の売上高につきましては、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実のための関

連工事が増加しました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は105 億5千9 百万円（前年同期比110.4％）

であり前中間連結会計期間に比して 9 億 9 千 4 百万円の増収となりました。利益につきましては、売上高の

増加により営業利益は7 億5千9 百万円（前年同期比136.0％）であり前中間連結会計期間に比して2億円の

増益となりました。 
  
 （販売事業等） 

 
 販売事業等においては、情報通信関連の材料、商品販売の増加等により、当中間連結会計期間の売上高は

22 億 4 千 3 百万円（前年同期比 104.9％）であり前中間連結会計期間に比して 1 億 5 百万円の増収となりま

した。また、売上高の増加により、営業利益は前中間連結会計期間に比して1千 2百万円（前年同期比128.4％）

であり前中間連結会計期間に比して2百万円の増益となりました。 
  
 ② 通期の見通し 

 
 

今後のわが国経済は、現状の水準で推移するものと思われますが、原油価格の高騰や世界情勢の不安要素も

あり、先行き不透明感の強い状況が続いております。 
情報通信分野では、本格的なＩＰ化・ブロードバンド時代を迎え、設備投資は更に拡大するものと予測され

ますが、顧客獲得に向けた事業者間のサービス・価格両面における競争が激化しており、依然として厳しい受

注環境が続くものと思われます。 
このような経営環境のもと当社及びグループ各社は、総力をあげて、競争力強化と効率化推進を図り、お客

様と株主の皆様のご期待にこたえるべく、安定した収益を確保できる会社を目指し全社一丸となって企業価値

の向上に努めてまいります。 
なお、通期の連結業績見通しにつきましては、売上高は288 億円（前期比99.9％）、経常利益は12 億円 (前期
比92.9％)、当期純利益は 6億5千万円（前期比94.3 ％）を見込んでおります。 

（単位：百万円） 
 事 業 部 門 別  受注高 売上高  
 建 設 事 業  25,300（△ 1.2％） 23,800（   1.4％）  
 販 売 事 業 等  5,000（△  6.9％） 5,000（△  6.9％）  
 合 計  30,300（△ 2.2％） 28,800（△  0.1％）  
       （注）受注高、売上高におけるパーセント表示は対前期増減率 
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 （２）財政状態 

 当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 

 現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計期間末に比べ 1 億 1 千 9 百万円増加し 6 億 5 千 8

百万円となりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、9億 6千5百万円（前年同期は7億6 千万円の獲得）となりました。これは主に、

未成工事支出金の増加による支出 12 億 2 千2 百万円、仕入債務の減少による支出 21 億 1千 5 百万円及び法人税

等の支払額 3 億 5千 7 百万円があったものの、税金等調整前中間純利益 4 億 7千 4 百万円が計上され、売上債権

の減少による収入40億 8千1百万円があったことによるものであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は 1 億 7 千 4 百万円（前年同期は 9 千 4 百万円の使用）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出1 億3千9百万円によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、6億7千 2百万円（前年同期は7億4 千7百万円の使用）となりました。これは

主に借入金の返済による支出5億 7千2百万円によるものであります。 

  

  なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

  第51期中間期 第52期中間期 第53期中間期 第52期  

  平成 15年 9月期 平成 16年 9月期 平成 17年 9月期 平成 17年 3月期  

 
自己資本比率（％） ２８．６  ３３．３  ３７．３  ３０．４   

 時 価 ベ ー ス の 
自己資本比率（％） 

１３．９ 
 
 １９．５ 

 
 ２４．７ 

 
 ２２．８ 

 
 

 
 

 
債務償還年数（年） －  ４．４  ３．４  １１．２   

 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ －  ５９．５  ７８．８  １３．２   

   

 自己資本比率 ： 自 己 資 本 ／ 総 資 産  

 時価ベースの自己資本比率 ： 株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  

 債務償還年数 ： 有 利 子 負 債 ／ 営業キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利 払 い  

 

 ＊ いずれも連結ベースでの財務数値により計算しております。 

 キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されて

いる負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャ

ッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。なお、第５１期中間連結会計期間においては、

営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオ

の記載を省略しております。 

  

 
 
 
 



－７－ 

４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成 17年 9月30 日） 

 
増減額 

 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

                 期    別 
 科    目 
 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 金   額 構成比 

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

 
 

                                                   

Ⅰ 流 動 資 産 ８，３５８ 50.6 ９，１１５ 52.2 ７５６ １１，８０３ 58.9  

 現 金 預 金  ８８２  ９６２  ７９ ８０２   

 受取手形・完成工事未収入金等  ４，４６８  ４，７６２  ２９３ ８，８４４   

 未 成 工 事 支 出 金 ２，００２  ２，４０４  ４０２ １，１８５   

 そ の 他 た な 卸 資 産 ４１５  ３８８  △    ２７ ４０５   

 そ の 他 ６０４  ６３０  ２５ ５８３   

 貸 倒 引 当 金 △     １５  △     ３２  △    １７   △     １６   

         

          

Ⅱ 固 定 資 産 ８，１７４ 49.4 ８，３５４ 47.8 １８０ ８，２３７ 41.1  

有 形 固 定 資 産 ３，３６３  ３，３０９  △    ５３ ３，３３１   

 建 物 ・ 構 築 物 １，１６７  １，１３７  △    ３０ １，１５３   

 土 地 １，９５７  １，８９５  △    ６２ １，９５７   

 そ の 他 ２３８  ２７６  ３８ ２２０   

         

無 形 固 定 資 産 ８９  ６７  △    ２１ ７９   

          

投資その他の資産 ４，７２１  ４，９７７  ２５６ ４，８２６   

 投 資 有 価 証 券 ３，２０２  ３，７８９  ５８６ ３，４７９   

 繰 延 税 金 資 産 １，１８２  ９２８  △   ２５３ １，０４４   

 そ の 他 ６２１  ６３６  １５ ６００   

 貸 倒 引 当 金 △    ２８５  △    ３７７  △    ９１ △    ２９７   

         

資 産 合 計 １６，５３３ 100.0 １７，４７０ 100.0 ９３７ ２０，０４０ 100.0  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－８－ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成 17年 9月30 日） 

 
増減額 

 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

             期     別 
             

   科    目 金   額 構成比 金   額 構成比 金 額 金   額 構成比 

（負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

 
 

                                              

Ⅰ 流 動 負 債 ７，６４３ 46.2 ７，８８７ 45.2 ２４４ １０，７３０ 53.5  

 支払手形・工事未払金等 ３，１６６  ３，３５１  １８４ ５，４６６   

 短 期 借 入 金 ３，２９７  ３，２４２  △    ５４ ３，７８１   

 未 成 工 事 受 入 金 ２４９  ２６９  １９ ２４２   

 賞 与 引 当 金 ４１４  ５５３  １３８ ３９３   

 完成工事補償引当金 ２  ２  ０ ２   

 そ の 他 ５１２  ４６８  △    ４３ ８４３   

          

Ⅱ 固 定 負 債 ３，３９０ 20.5 ３，０５９ 17.5 △   ３３０ ３，２２１ 16.1  

 長 期 借 入 金 １０４  ３７  △    ６７ ７１   

 退 職 給 付 引 当 金 ２，９９０  ２，７２８  △   ２６２ ２，８６８   

 役員退職慰労引当金 １１３  １３２  １９ １２４   

 連 結 調 整 勘 定 ４４  ４１  △     ２ ４３   

 そ の 他 １３７  １１８  △    １８ １１３   

         

  負 債 合 計 １１，０３３ 66.7 １０，９４６ 62.7 △    ８６ １３，９５１ 69.6  

         

（ 資本の部）         

Ⅰ 資 本 金 ８０１ 4.9 ８０１ 4.6 － ８０１ 4.0  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.4 ５６０ 3.2 － ５６０ 2.8  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ３，８５５ 23.3 ４，６６０ 26.7 ８０４ ４，３８３ 21.9  

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ３５３ 2.1 ６５５ 3.7 ３０２ ４９７ 2.5  

Ⅴ 自 己 株 式 △     ７０ △ 0.4 △    １５３ △ 0.9 △    ８３ △    １５２ △ 0.8  

  資 本 合 計 ５，４９９ 33.3 ６，５２３ 37.3 １，０２３ ６，０８９ 30.4  

       

負 債 ･ 資 本 合 計 １６，５３３ 100.0 １７，４７０ 100.0 ９３７ ２０，０４０ 100.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－９－ 

（２）中間連結損益計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成16年4月 1 日 （自 平成17年4月 1 日 （自 平成16年4月 1 日 

至 平成16年9月30日)   至 平成17年9月30日） 

増 減 額 

  至 平成17年3月31日） 

          
               期      別 

 
    科    目 
 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 金   額 百分比 

  百万円 ％ 百万円   ％  百万円  ％ 

 

 

Ⅰ 売 上 高  １１，７０４ 100.0 １２，８０３ 100.0 １，０９９ ２８，８３７ 100.0  

Ⅱ 売 上 原 価  １０，３７９ 88.7 １１，３１７ 88.4 ９３８ ２５，６２２ 88.9  

  売 上 総 利 益  １，３２４ 11.3 １，４８６ 11.6 １６１ ３，２１４ 11.1  
          
Ⅲ 販売費及び一般管理費  １，０６２ 9.1 １，０２７ 8.0 △      ３５ ２，１００ 7.3  
  営 業 利 益  ２６２ 2.2 ４５８ 3.6 １９６ １，１１４ 3.8  
          

Ⅳ 営 業 外 収 益  １３３ 1.2 １８４ 1.4 ５０ ３０２ 1.1  

 受 取 利 息  ２  １  △       １ ５   

 受 取 配 当 金  １７  １６  △       １ ３０  

 連 結 調 整 勘 定 償 却  １  １  － ２   

 持分法による投資利益  １２  ５２  ４０ ５６   

 受 取 賃 貸 料  ３９  ３１  △       ８ ５８   

 資 格 取 得 協 力 金  １５  １４  △       １ ３１   

 そ の 他  ４４  ６７  ２２ １１９   

          
Ⅴ 営 業 外 費 用  ５５ 0.5 １０１ 0.8 ４６ １２５ 0.4  
 支 払 利 息  １３  １２  △       ０ ２６   
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ３１  ７９  ４８ ４９  

 そ の 他  １１  ９  △       １ ４８  

  経 常 利 益  ３４０ 2.9 ５４１ 4.2 ２００ １，２９２ 4.5  

          
Ⅵ 特 別 利 益  ７ 0.1 ２５ 0.2 １８ ２０ 0.1  
 固 定 資 産 売 却 益  ０  －  △       ０ ０   
 投 資 有 価 証 券 売 却 益  ６  －  △       ６ １９   
 前 期 損 益 修 正 益  －  ２５  ２５ －   

          

Ⅶ 特 別 損 失  ３４ 0.3 ９２ 0.7 ５８ ５６ 0.2  

 固 定 資 産 除 却 損  １３  ５  △       ８ ３５  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ８  ６  △       ２ ３  

 減 損 損 失  －  ６２  ６２ －  

 関 係 会 社 清 算 損  －  １９  １９ －  

 特 別 退 職 金  １１  －  △      １１ １７  

          

 税金等調整前中間（当期）純利益  ３１３ 2.7 ４７４ 3.7 １６０ １，２５５ 4.4 

 

 法人税、住民税及び事業税  １６２ 1.4 １８５ 1.4 ２２ ５５１ 1.9  

 法 人 税 等 調 整 額  △    １１ △  0.1 △     ９４ △  0.7 △      ８３ １４ 0.1  

 中 間 （ 当 期 ） 純 利益  １６１ 1.4 ３８３ 3.0 ２２１ ６８９ 2.4  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



－１０－ 

（３）中間連結剰余金計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1 日 （自 平成17年4月 1 日 （自 平成16年4月 1 日 

 
        期  別 

   科  目 至 平成16年9月30日)   至 平成17年9月30日） 

増減額 

  至 平成17年3月31日） 

（資本剰余金の部） 百万円 百万円 百万円 百万円 

 

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ５６０  ５６０  － ５６０  

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   ５６０  ５６０  － ５６０  

         

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ３，７７４  ４，３８３  ６０８ ３，７７４  

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  １６１  ３８３  ２２１ ６８９  

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  １６１  ３８３  ２２１ ６８９  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  ８１  １０６  ２４ ８１  

 株 主 配 当 金  ７６  ９９  ２２ ７６  

 役 員 賞 与  ５  ７  ２ ５  

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   ３，８５５  ４，６６０  ８０４ ４，３８３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－１１－ 

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロー計算書  
（自 平成１6年4月 1 日 （自 平成１7年4月 1 日 （自 平成１6年4月 1 日 

 至 平成１6年9月30日） 至 平成１7年9月30日） 

増 減 額 

 至 平成１7年3月31日） 

                      
期      別 

 
   科      目 

金   額 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  百万円  百万円 百万円  百万円 
 税金等調整前中間（当期）純利益  ３１３   ４７４   １６０  １，２５５  
 減 価 償 却 費  １０１   １１０   ９  ２１５  
 減 損 損 失  －   ６２   ６２  －  
 連 結 調 整 勘 定 償 却 △ １  △ １   － △ ２  
 貸倒引当金の増減額 (減少：△ )  ６６   ９５   ２８  ８１  
 賞与引当金の増減額 (減少：△ )  ５５   １５９   １０３  ３４  
 退職給付引当金の増減額(減少：△) △ ４７  △ １４０  △ ９２ △ １６９  
 役員退職慰労引当金の増減額(減少：△ )  ９   ７  △ １  ２０  
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ １９  △ １７   ２ △ ３５  
 支 払 利 息  １３   １２  △ ０  ２６  
 為 替 差 損 益 ( 差 益 ： △ )  ０  △ １  △ １ △ ６  
 持分法による投資損益 (利益：△) △ １２  △ ５２  △ ４０ △ ５６  
 固 定 資 産 売 却 益 △ ０   －   ０ △ ０  
 固 定 資 産 除 却 損  １３   ５  △ ８  ３５  
 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ ６   －   ６ △ １９  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ８   ６  △ ２  ３  
 前 期 損 益 修 正 益  －  △ ２５  △ ２５  －  
 関 係 会 社 清 算 損  －   １９   １９  －  
 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ )  ２，８０５   ４，０８１   １，２７６ △ １，５７０  
 未成工事支出金の増減額(増加：△) △ ７２１  △ １，２２２  △ ５００  ９６  
 たな卸資産の増減額  (増加：△ ) △ ６２   １７   ８０ △ ５２  
 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △ １，１９４  △ ２，１１５  △ ９２０  １，１０５  
 未払消費税の増減額 (減少：△ ) △ ９０  △ １２   ７８ △ ５４  
 未成工事受入金の増減額(減少：△)  １０９   ２６  △ ８３  １０２  
 特 別 退 職 金  １１   －  △ １１  １７  
 そ の 他 △ １６５  △ １８０  △ １５  ３２  
  小           計  １，１８５   １，３１０   １２４  １，０５８  
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２４   ２４   ０  ３９  
 利 息 の 支 払 額 △ １２  △ １２   ０ △ ２５  
 特 別 退 職 金 の 支 払 額 △ １１   －   １１ △ １７  
 法 人 税 等 の 支 払 額 △ ４２５  △ ３５７   ６７ △ ７１０  
     営業活動によるキャッシュ・フロー  ７６０   ９６５   ２０５  ３４３  
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー            
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ １９７  △ ７４７  △ ５５０ △ ２４６  
 定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入  ２０９   ７０７   ４９８  ２９６  
 有形固定資産の取得による支出 △ １１８  △ １３９  △ ２１ △ ２２０  
 有形固定資産の売却による収入  ０   －  △ ０  ７  
 無形固定資産の取得による支出 △ ４  △ １   ２ △ １０  
 投資有価証券の取得による支出 △ １  △ １  △ ０ △ ６  
 投資有価証券の売却による収入  １５   －  △ １５  ５１  
 貸 付 け に よ る 支 出 △ １４  △ ７   ７ △ ２０  
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  １５   １６   ０  ６０  
 その他投資の取得等による支 出 △ １０  △ ９   ０ △ ２２  
 その他投資の売却等による収 入  １０   １０  △ ０  １３  
     投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９４  △ １７４  △ ７９ △ ９６  
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー            
 短期借入金の純増減額 (減少：△) △ ５５４  △ ４７３   ８０  ９  
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ １１６  △ ９８   １７ △ ２２９  
 配 当 金 の 支 払 額 △ ７６  △ ９９  △ ２２ △ ７６  
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支出 △ ０  △ ０  △ ０ △ ８１  
     財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７４７  △ ６７２   ７５ △ ３７８  
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ０   １   １  ６  
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △ ８２   １１９   ２０２ △ １２４  
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  ６６３   ５３８  △ １２４  ６６３  
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末 (期末)残高   ５８０   ６５８   ７７  ５３８  
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
１． 連結の範囲に関する事項 
 連結子会社数     ５社 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、(株)

ニースエンジニアリング 
 非連結子会社数    １社 非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を

与えないため、連結の範囲から除いております。 
   
２． 持分法の適用に関する事項 
 持分法適用会社数  ３社 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、以上関連会社に対

する投資については、すべて持分法を適用しております。なお、㈲星州建設

は会社清算のため、持分法の適用範囲から除外しております。 
 持分法を適用しない １社 
非連結子会社数 

非連結子会社は、中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 
  
３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 連結子会社の中間決算日はすべて９月３０日であります。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法   
  ① 有価証券 
     その他有価証券  
   時価のあるもの 中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
   時価のないもの 移動平均法による原価法 
  ② たな卸資産  

未成工事支出金 個別法による原価法 
 商 品 最終仕入原価法 
 材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

（連結子会社は最終仕入原価法） 
   
 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法    
  ① 有形固定資産 主として定率法 
  ② 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
（５年）に基づいております。 

     
 （３）重要な引当金の計上基準  
 ① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 
   
 ② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
   
 ③ 役員賞与引当金 親会社の役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
   
 ④ 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る１年

間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 
   
 ⑤ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 
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連結子会社の会計基準変更時差異は、主として１０年による按分額を費用処

理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
   
 
 

⑥ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要
支給額を計上しております。 

   
 （４）重要な外貨建資産及び負債の 

本邦通貨への換算基準            
外貨建金銭債権債務は、中間連結会計期間末日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。 

  
 （５）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

   
（６）その他中間連結財務諸表作成の 
ための基本となる重要な事項 

 
    

① 完成工事高の計上基準 工事完成基準 

 
 

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に 
おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値
の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還
日の到来する短期投資からなっております。 

 
６．中間連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項の変更 

 

  固定資産の減損に係る会計基準 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減 
損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８
月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これによ
り税金等調整前中間純利益は６２百万円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき
各資産の金額から直接控除しております。 

  
［注記事項］ 
 
１．中間連結貸借対照表関係 
  前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  
  （百万円）  （百万円）  （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，４９７  ２，４５７  ２，３７５  
 (2) 担保提供資産及び担保付債務       
    ① 担保に供している資産       
  投資有価証券 ６５  １０７  ９０  
  建    物 ３５０  ３３４  ３４５  
  土    地 ２９３  ２９３  ２９３  

  計 ７０９  ７３５  ７２８  
        
    ② 担保付債務       
  長期借入金 ２８１  ８５  １７８  
  (１年以内を含む)       
  短期借入金 ５５５  ５５５  ５５５  
  工事未払金 ３５  ８  ３４  
  計 ８７２  ６４９  ７６８  
        
 (3) 保証債務       
  借入保証 １５０  －  －  
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２．中間連結損益計算書関係 
  

 (1) 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

   （百万円） （百万円） （百万円）  

  従 業 員 給 与 手 当 ３４９ ３６１ ７２４  

  賞 与 引 当 金 繰 入 額 ９２ １０９ １８０  

  役員退職慰労引当金繰入額  １４ １５ ２９  

  退 職 給 付 費 用 ５３ ３７ １０１  

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３７ １６ ４１  

  

 (2) 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  建 物 ・ 構 築 物 ５ ０ １２  

  そ   の   他 ８ ５ ２２  

  計 １３ ５ ３５  

  

 (3) 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、

連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的

変動があります。 
  

 (4) 減損損失 
  当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

   場 所 用 途 種 類  

   熊本県本渡市 遊休資産 土地  

   福岡県京都郡 遊休資産 土地  

  当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピングしており、賃貸資産

及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定して

おります。 

その結果、一部の遊休資産に地価の下落が認められたことから、当中間連結会計期間において、減損損失 

６２百万円を特別損失に計上しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を基準とし

ております。 

   

３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

  

  現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

                                   前中間連結会計期間末    当中間連結会計期間末    前連結会計年度末 

    （百万円）  （百万円）  （百万円）  

  現 金 預 金 勘 定  ８８２  ９６２  ８０２  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △   ３０２  △   ３０４  △   ２６３  

  現金及び現金同等物  ５８０  ６５８  ５３８  
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４．リース取引関係 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

 前中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  中間期末残高相当額   

 運 搬 具 294 百万円 28 百万円 265 百万円    

 工 具 器 具 備 品 19  15  4     
 合 計 314  44  270     

 
 当中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  中間期末残高相当額   

 運 搬 具 400 百万円 73 百万円 327 百万円    

 工 具 器 具 備 品 45  16  29     
 合 計 446  89  357     

 
 前連結会計年度  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  期末残高相当額  

 運 搬 具 451 百万円 179 百万円 272 百万円  

 工 具 器 具 備 品 30  11  19   
 合 計 482     190     291      

  

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 1 年 内 50 百万円 72 百万円 63 百万円  

 1 年 超 223  288  230   

合       計 273  360  294   

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 支払リース料 22 百万円 44 百万円 71 百万円  

 減価償却費相当額 20  40  64   

支払利息相当額 3  4  6   

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 (5) 利息相当額の算定方法   
 
 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、 
利息法によっております。 

  

 （減損損失について）   
  リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 
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５．有価証券関係 
  前中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，４５９ ２，０３８ ５７９  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ３１ ３６ ５  

 計 １，４９０ ２，０７５ ５８５  

 (注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損 
処理を行い、投資有価証券評価損８百万円を計上しております。 
下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等 
を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行って 
おります。 

 
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                               （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２２９  

 
  当中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，４６５ ２，５５７ １，０９２  
 債 券 － － －  
 そ の 他 １０ １０ ０  

 計 １，４７５ ２，５６８ １，０９２  

 (注) 下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等 
を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行って 
おります。 

  
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                               （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式 ２２６  

 
  前連結会計年度末（平成１７年３月３１日） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                             （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，４５６ ２，２９２ ８３６  
 債 券 － － －  
 そ の 他 １０ ８ △   １  

 計 １，４６６ ２，３０１ ８３４  

 (注) その他有価証券で時価のある株式について、2百万円減損処理を行っております。 
下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推移等 
を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理を行って 
おります。 

  
  (2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                              （単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券   
 非上場株式 ２３３  
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６．セグメント情報 

 （１）事業の種類別セグメント情報  

    前中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日）      （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 9,565 2,138 11,704 （  －） 11,704 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 23 172 195 （ 195） － 

計 9,589 2,310 11,899 （ 195） 11,704 

営 業 費 用 9,030 2,300 11,331        110 11,441 

営 業 利 益 558 9 568 （ 306） 262 

 

    当中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）      （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 10,559 2,243 12,803 （  －） 12,803 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 17 160 178 （ 178） － 

計 10,577 2,404 12,982 （ 178） 12,803 

営 業 費 用 9,818 2,391 12,209        135 12,345 

営 業 利 益 759 12 772 （ 313） 458 

 

    前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）        （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 23,463 5,373 28,837 （  －） 28,837 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 47 383 430 （ 430） － 

計 23,511 5,756 29,268 （ 430） 28,837 

営 業 費 用 21,825 5,610 27,435        287 27,722 

営 業 利 益 1,686 145 1,832 （ 718） 1,114 

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

 （1）事業区分の方法 

  連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております｡ 

 （2）各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事及び電気設備工事他 

  販売事業等 ： 通信機器の販売、電気通信材料工具の販売、ＯＡ機器・ソフトの販売及びリース他 

 ２． 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容 

 百万円 百万円 百万円 

 

消去又は全社の項目

に含めた配賦不能営

業費用の金額 
３０６ ３１８ ７２２ 

提出会社本社の経

営企画部等管理部

門に係る費用 

  

 （２）所在地別セグメント情報  

 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当中間連結会計期間（自 平成 

１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、 

いずれも９０％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１０）に基づき、所在地別 

セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）において、全セグメントの売上高の合計

及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規

則様式第二号（記載上の注意１１）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （３）海外売上高  

 

 

 

 

前中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年９月３０日）及び当中間連結会計期間（自 平成 

１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日）において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、中間連結 

財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）において、海外売上高が連結売上高の１

０％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しており

ます。 



－１８－ 

完成工事高及び受注高・受注残高内訳  
 

                                            （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度  

 自 平成16 年4月 1 日 自 平成17 年4月 1 日 自 平成16 年4月 1 日  

 至 平成16 年9月30日 至 平成17 年9月30日 至 平成17 年3月31日  

 

 

       区 分 

 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

      ％    ％    ％  

 受 建 設 事 業 １７，３３９ 89.0 １７，２１９ 88.3 ２５，６１７ 82.7  

          

 注 販売事業等 ２，１３８ 11.0 ２，２７１ 11.7 ５，３７３ 17.3  

          

 高  

計 １９，４７８ 100.0 １９，４９０ 100.0 ３０，９９０ 100.0 
 

          

 売 建 設 事 業 ９，５６５ 81.7 １０，５５９ 82.5 ２３，４６３ 81.4  

          

 上 販売事業等 ２，１３８ 18.3 ２，２４３ 17.5 ５，３７３ 18.6  

          

 高  

計 １１，７０４ 100.0 １２，８０３ 100.0 ２８，８３７ 100.0 
 

          

 受 建 設 事 業 １３，８９５ 100.0 １４，９３３ 99.8 ８，２７４ 100.0  

 注         

 残 販売事業等 － － ２７ 0.2 － －  

 高         

   

計 １３，８９５ 100.0 １４，９６０ 100.0 ８，２７４ 100.0 
 

          

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 －個別１－ 

 

平成１８年３月期       個別中間財務諸表の概要      平成１７年１１月２４日 

 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 

 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 

 (URL  http：//www.sysken.co.jp/ )  
 代 表 者  代表取締役社長 赤星  敦  
 問合せ先責任者  取締役経理部長 森   豊康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１７年 １１月２４日 中間配当制度の有無 無 
 中間配当支払開始日  該当事項はありません。 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株) 
 
１. １７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

(１) 経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
               百万円 ％              百万円   ％              百万円  ％ 
 17年9月中間期 １０，８０２（  9．6）      ３７７（ 51.9）     ４２０（  25.9） 
 16年9月中間期 ９，８５８（  3．9）      ２４８（ 16.6）        ３３４（  23.6） 
 17年3月期 ２４，９１１      ９８２ １，１２１ 

 
  中間 (当期 )純利益 １株当たり中間（当期）純利益  
           百万円  ％              円    銭  
 17年9月中間期     ２３３（  25.6）         １８．８５  
 16年9月中間期        １８５（    －）     １４．６３  
 17年3月期 ５６８       ４５．２０  
   (注) ①期中平均株式数 17年 9月中間期 12,393,261株  16年 9月中間期 12,717,073株  17年 3月期  12,568,936株  

 ②会計処理の方法の変更     無  
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 
 
  
 

 1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

          円    銭         円    銭 
 

 17年9月中間期         －    －         －    －  
16年9月中間期         －    －         －    －  
17年3月期         －    －         ８．００ 

 

 
（３）財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当り株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 17年9月中間期 １４，５７９ ４，９５８ ３４．０ ４００．１３ 
 16年9月中間期 １４，０２８ ４，１７２ ２９．７ ３２８．１６ 
17年3月期 １７，２４５ ４，６７４ ２７．１ ３７７．１７ 

  (注)  ①期末発行済株式数 17年 9月中間期 12,392,015株 16年9月中間期 12,715,877株 17年 3月期 12,394,633株 
   ②期末自己株式数 17年 9月中間期 707,985株 16年9月中間期 384,123株 17年 3月期 705,367株 

  
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
 
 

1株当たり年間配当金 

 

  
売 上 高 

 
経常利益 

 
当期純利益 

期  末  
  百万円  百万円    百万円 円   銭 円   銭 
 通  期 ２５,０００ ９００ ５００ ６．００ ６．００ 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ４０円 ３４銭 
（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要
因によって予想数値と異なる場合があります。 

     
     



  

 －個別２－ 

中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 

前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成 17 年 3 月 31 日) 

 
期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

金   額 構成比 
（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

        

Ⅰ 流 動 資 産 6,967 49.7 7,533 51.7 565 10,175 59.0 

  現 金 預 金 439  350  △   88 320  

  受 取 手 形 138  182  44 318  

  完成工事未収入金 3,546  3,801  255 7,537  

  未 成 工 事 支 出 金 1,976  2,392  415 1,162  

  その他たな卸資産 286  244  △   41 256  

  そ の 他 581  580  △   0 581  

  貸 倒 引 当 金 △   1  △   18  △   17 △     1  

         

        

Ⅱ 固 定 資 産 7,060 50.3 7,045 48.3 △   15 7,069 41.0 

 有形固定資 産 2,940 21.0 2,863 19.6 △   77 2,902 16.8 

  建 物 1,023  985  △   38 998  

  土 地 1,786  1,723  △   62 1,786  

  そ の 他 130  153  22 117  

         

 無形固定資 産 79 0.5 57 0.4 △   22 68 0.4 

 投資その他の資産 4,040 28.8 4,124 28.3 84 4,098 23.8 

  投 資 有 価 証 券 2,130  2,632  502 2,387  

  繰 延 税 金 資 産 1,286  892  △    394 1,096  

  そ の 他 1,227  909  △  318 1,214  

  貸 倒 引 当 金 △  604  △   309  294 △    599  

        

資 産 合 計 14,028 100.0 14,579 100.0 550 17,245 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        



  

 －個別３－ 

前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成 17 年 3 月 31 日) 

 
期   別 

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

金   額 構成比 
（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

        

Ⅰ 流 動 負 債 6,730 48.0 6,776 46.5 45 9,549 55.4 

 支 払 手 形 36  4  △   31 153  

 工 事 未 払 金 2,671  2,933  262 4,780  

 短 期 借 入 金 3,011  2,766  △    245 3,381  

 未 成 工 事 受 入 金 244  266  21 239  

 賞 与 引 当 金 356  473  117 325  

 完成工事補償引当金 2  2  0 2  

 そ の 他 409  330  △   78 666  

        

Ⅱ 固 定 負 債 3,124 22.3 2,844 19.5 △   280 3,021 17.5 

 長 期 借 入 金 100  33  △   66 67  

 退 職 給 付 引 当 金 2,810  2,536  △    273 2,691  

 役員退職慰労引当金 107  123  16 117  

 債務保証損失引当金 －  31  31 31  

 そ の 他 106  118  12 113  

        

負 債 合 計 9,855 70.3 9,620 66.0 △     234 12,570 72.9 

        

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金 801 5.7 801 5.5 － 801 4.6 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 560 4.0 560 3.8 － 560 3.3 

 資 本 準 備 金 560  560  － 560  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 2,646 18.8 3,163 21.7 516 3,028 17.6 

 利 益 準 備 金 200  200  － 200  

 任 意 積 立 金 2,101  2,497  396 2,101  

 中間 (当期 )未処分利益 345  465  120 727  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 235 1.7 586 4.0 350 436 2.5 

Ⅴ 自 己 株 式 △  70 △ 0.5 △  152 △ 1.0 △      81 △   151 △ 0.9 

        

 資 本 合 計 4,172 29.7 4,958 34.0 785 4,674 27.1 

        

 負 債 ･ 資 本 合 計 14,028 100.0 14,579 100.0 550 17,245 100.0 

 

 

 

 

 

 

 



  

 －個別４－ 

（２）中間損益計算書 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度 の 

要約損益計算書 

（自 平成16年4月 １日 （自 平成17年4月 １日 （自 平成16年4月 １日 
至 平成16年9月30日） 至 平成17年9月30日） 至 平成17年3月31日） 

        
期   別 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 額 

金 額 百分比 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

Ⅰ 完   成   工   事   高 9,858 100.0 10,802 100.0 943 24,911 100.0 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価 8,826 89.5 9,656 89.4 830 22,371 89.8 

 完 成 工 事 総 利 益 1,031 10.5 1,145 10.6 113 2,540 10.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費            783 8.0 768 7.1 △   15 1,558 6.3 

 営 業 利 益 248 2.5 377 3.5 128 982 3.9 

Ⅳ 営 業 外 収 益            137 1.4 133 1.2 △   4 256 1.0 

 受 取 利 息 3  2  △   1 6  

 そ の 他 134  131  △     2 249  

Ⅴ 営 業 外 費 用           52 0.5 90 0.8 38 117 0.4 

 支 払 利 息 12  10  △   1 24  

 そ の 他 39  80  40 93  

 経 常 利 益 334 3.4 420 3.9 86 1,121 4.5 

Ⅵ 特 別 利 益            6 0.1 49 0.4 42 41 0.2 

 投資有価証券売却益 6  －  △   6 19  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 －  24  24 21  

 前 期 損 益 修 正 益 －  25  25 －  

        

Ⅶ 特 別 損 失            4 0.1 68 0.6 63 51 0.2 

 固 定 資 産 除 却 損 4  0  △   4 20  

 減 損 損 失 －  62  62 －  

 投資有価証券評価損 －  6  6 －  

 債務保証損失引当金繰入額  －  －  － 31  

        

税引前中間(当期)純利益 335 3.4 402 3.7 66 1,110 4.5 

法人税、住民税及び事業税 140 1.4 135 1.2 △     5 480 1.9 

法 人 税 等 調 整 額 9 0.1 33 0.3 23 62 0.3 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 185 1.9 233 2.2 47 568 2.3 

前 期 繰 越 利 益 159  231  72 159  

中間(当期)未処分利益 345  465  120 727  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

 －個別５－ 

 
［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
１．資産の評価基準及び評価方法  
 (1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
     その他有価証券 時価のあるもの 中間会計期間末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの 移動平均法による原価法      
 (2) たな卸資産 未成工事支出金 個別法による原価法 
 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 
   
２．固定資産の減価償却の方法   
(1) 有形固定資産 定率法 
(2) 無形固定資産 定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 
  
３．引当金の計上基準  
(1) 貸 倒 引 当 金 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

    

  (2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    

  (3) 役 員 賞 与 引 当 金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

  

  (4) 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る1年間の完成

工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 

    

  (5) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

  

  (6) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を
計上しております。 

  
  (7) 債務保証損失引当金 関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しております。 
  

４．外貨建資産及び負債の 
    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

      
５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 
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６．その他中間財務諸表作成の 
  ための基本となる重要な事項 

 

(1) 完成工事高の計上基準 工事完成基準 
 (2) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 
  
［中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更］ 
 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
  当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
６号 平成１５年１０月３１日）を適用しております。これにより税引前中間純利益は６２百万円減少しております。 
  なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 
 
［注記事項］ 
 
１．中間貸借対照表関係 
 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末  
 （百万円） （百万円） （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，１２１ ２,０４０     １，９８９  
  
 (2) 担保資産及び担保付債務 
  ① 担保に供している資産 
   建 物  ３５０ ３３４       ３４５  
   土 地  ２９３ ２９３       ２９３  
   投資有価証券  ６５ １０７       ９０  

   計  ７０９ ７３５   ７２８  
         
  ② 担保付債務  
   長 期 借 入 金 (１年以内を含む) ２８１ ８５       １７８  
   短 期 借 入 金  ５５５ ５５５       ５５５  
   工 事 未 払 金  ３５ ８       ３４  

   計  ８７２ ６４９   ７６８  
   
 (3) 保証債務     
  借 入 保 証  ３５５ ３８２ ２９１  
  仕 入 保 証  ８ ２４ ２０  

  計  ３６３ ４０６ ３１１  

  

 (4) 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

２．中間損益計算書関係 

 (1) 過去1年間の完成工事高 

 
 
 
上半期の完成工事高と下半期の完成工事高に差異がありますが、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高は次
のとおりであります。 

  前事業年度下半期 １５，０５２ 百万円  

  当 中 間 会 計 期 間 １０，８０２   

  合  計 ２５，８５５   

     

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  （百万円） （百万円） （百万円）  

 (2) 減価償却実施額     

  有 形 固 定 資 産  ５２ ５３ １０４  

  無 形 固 定 資 産  １５ １２ ３０  
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 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  
  （百万円） （百万円） （百万円）  

 (3) 営業外収益 

  その他のうち主なもの 

  受 取 配 当 金  ３１ ３１ ４３  

  受 取 賃 貸 料  ３９ ４１ ７９  

  資格取得協力金  １５ １４ ３１  

  

 (4) 営業外費用 

  その他のうち主なもの 

  貸倒引当金繰入額  ３１ ７２ ４８  

 

 (5) 減損損失 

  当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。 

  場 所 用 途 種 類  

  熊本県本渡市 遊休資産 土地  

  福岡県京都郡 遊休資産 土地  

 当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準として拠点別にグルーピングしており、賃貸資産及

び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位として減損損失の兆候を判定しており

ます。 

その結果、一部の遊休資産に地価の下落が認められたことから、当中間会計期間において、減損損失６２百万

円を特別損失に計上しております。 

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しており、不動産鑑定評価額等を基準として

おります 

 

３．リース取引関係 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                                                                    （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

 

 

 

 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末 

残  高 

相当額 

 

 

 

 車輌運搬具 302 35 267 400 73 327 451 179 272  

 工具器具・備品 44 32 12 70 39 31 55 31 23  

 合        計 346 67 279 471 112 358 507 211 296  

 

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額                   （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  １   年  内 57  74  68   

  １   年    超 224  288  230   

  合   計 282  362  298   

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額           （単位：百万円） 

   前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度  

  支払リース料 27  47  81   

  減価償却費相当額 24  43  72   

  支払利息相当額 3  4  7   

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。 

 

４．有価証券関係 

前中間会計期間（自 平成16 年4 月1日 至 平成16年 9月30 日）、当中間会計期間（自 平成17年 4月 1日 至

平成17年9月30日）及び前事業年度（自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日）のいずれにおいても子会

社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


